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地域情報化アドバイザー

電子自治体だ！というころ（2007年ころ）
電子自治体の推進に関する懇談会オンライン利用促進WG委員

電子私書箱だ！というころ（2008年ころ）
電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会ユースケース検討
WG構成員

ワンストップだ！というころ（2009年ころ）
次世代電子行政サービス基盤等検討PT引越ワンストップサービス実現検討WG構成員

マイナンバーだ！というころ（2011年ころ）
社会保障・税に関わる番号制度情報連携基盤技術WG構成員

オープンデータだ！というころ（2014年ころ）
ASP・SaaS・クラウドコンソーシアムオープンデータ研究会委員

官民データ活用だ！というころ（現在）
地方の官民データ活用推進計画に関する委員会委員

クラウドだ、標準化だ！というころ（現在）
自治体システム等標準化検討会構成員



自治体システムの標準化
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自治体システム等標準化検討会
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自治体システムデータ連携標準検討会
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デジタル・ガバメント実行計画
（令和元年 12 月 20 日閣議決定）
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（2）地方公共団体における業務プロセス・
情報システムの標準化の推進

（◎内閣官房、◎総務省、内閣府、文部科学省、厚
生労働省、関係省庁）

出典：デジタル・ガバメント実行計画
令和元年 12 月 20 日閣議決定
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①住民記録（総務省）
すでに検討に着手している住民記録シス
テムについては、2020 年（令和２
年）夏頃までに地方公共団体関係者など
と、標準的な機能や様式等を盛り込ん
だ標準仕様書を作成する。

出典：デジタル・ガバメント実行計画
令和元年 12 月 20 日閣議決定
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②地方税（総務省）
市町村の基幹税務システムについては、
2020 年（令和２年）夏以降住民記録シ
ステムの成果も反映し標準仕様書の作成
を進める。

出典：デジタル・ガバメント実行計画
令和元年 12 月 20 日閣議決定
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③社会保障（厚生労働省）
介護保険、障害者福祉に係る業務支援シ
ステムは・・・（中略）・・・
住民記録システムの成果を反映し、
2020 年度（令和２年度）における検討
後１年以内に標準仕様書を作成する等、
標準的なクラウドシステムへの移行に向
けた技術的作業を進める。

出典：デジタル・ガバメント実行計画
令和元年 12 月 20 日閣議決定
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③社会保障（厚生労働省）
（前略）児童扶養手当、生活保護に係る
業務支援システムについても、速やかに
地方公共団体における業務プロセスや情
報システム整備の実態を把握し、標準
化・共有化に向けた検討体制を構築する。

出典：デジタル・ガバメント実行計画
令和元年 12 月 20 日閣議決定
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出典：自治体システム等標準化検討会分科会（第6回）資料
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitaishisutemu_hyojunka/02gyosei04_04000126.html
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出典：自治体システム等標準化検討会分科会（第6回）資料
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitaishisutemu_hyojunka/02gyosei04_04000126.html
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17出典：内閣官房 情報通信技術(IT)総合戦略室 市町村官民データ活用推進計画策定の手引

官民データ活用推進基本法
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出典：首相官邸 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/hourei/digital.html

デジタル手続法
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平成30年12月18日 経済産業省、公正取引委員会、総務省
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/dec/181218.html
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デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する検討会



総務省 プラットフォームサービスに関する研究会（第1回）配布資料
http://www.soumu.go.jp/main_content/000579804.pdf
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プラットフォームサービスに関する研究会



https://www.jiji.com/jc/article?k=2019091300924
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デジタル・ガバメント
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本方針において、デジタル・ガバメント
とは、サービス、プラットフォーム、ガ
バナンスといった電子行政に関する全て
のレイヤーがデジタル社会に対応した形
に変革された状態を指す。

出典：デジタル・ガバメント推進方針
平成29年5月30日
高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定
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デジタル技術がビジネスモデルを根底か
ら変える、新しい社会が到来している。
このようなデジタル社会においては、...
「公共」のあり方も変質してきている。
出典：デジタル・ガバメント推進方針
平成29年5月30日
高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定
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デジタル社会
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出典：内閣府 http://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html
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デジタル技術がビジネスモデルを
根底から変える、新しい社会が到
来している。
出典：デジタル・ガバメント推進方針
平成29年5月30日
高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定
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デジタルファースト
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デジタルIDでの生活

リアルでの生活
＞
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デジタルID対象の
サービスモデル（ビジネス）
エコシステム
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https://www.uber.com/jp/ja/
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amazon go
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デジタルID対象の
サービスモデル（ビジネス）
エコシステム
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リアルはデジタルに
取り込まれる
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O2O
Online to offline

OMO
Online Merges with Offline



出典：内閣府 http://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html
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デジタル社会では
デジタル前提の生活が基本となる

行政も対応しなければならない

すべてを自前で補うことは不可能
デジタルプラットフォーマーという力の下

官民の新しい協働の形が生まれる
標準化はいっそう重要となる


